様式２（環境生活部環境保全課長あて申請する場合）


行政資料情報提供申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　年　月　日

熊本県環境生活部環境保全課長　様

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【申請者】
住所：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名： 　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先：　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
　                         　　　　　　　 E-Mail　

　行政資料に関する情報提供について、次のとおり申請します。
	

情報の内容
（できるだけ詳しく）


	




(必要に応じて地図等の資料を添付すること。)　　　　

	
情報提供方法の区分

（いずれかにチェック印を記入）

	
□ 届出台帳の閲覧
□ 文書　
　□ 電子媒体
　


	

目　　的
	






（申請にあたっての注意事項）　　　　　
１　本申請書により提供可能な情報は、以下のとおりです。
(１) 水質汚濁防止法（以下「法」という。）第２条第２項に規定される特定施設（以下「特定施設」という。）及び熊本県生活環境の保全等に関する条例（以下「生活環境条例」という。）第28条第2号に規定される排水施設（以下「排水施設」という。）設置届出並びに熊本県地下水保全条例（以下「地下水保全条例」という。）第8条第１項に規定される化学物質使用管理計画届出の有無（過去を含む）
(２) 水質汚濁防止法第２条第５項に規定される特定事業場（以下「特定事業場」という。）、生活環境条例第28条に規定される指定工場（以下「指定工場」という。）並びに地下水保全条例第７条に規定される対象事業場（以下「対象事業場」という。）の名称
(３) 特定事業場、指定工場あるいは対象事業場の所在地
(４) 届出者の氏名
(５) 特定施設の番号（法施行令別表第１の号番号）およびその名称、排水施設の番号（生活環境条例施行規則別表第８の号番号）およびその名称あるいは条例第8条第1項第5号に規定される対象施設の種類。
(６) 特定施設（排水施設）の設置届出日若しくは使用開始日
(７) 日平均排水量（ｍ３／日）
(８) 日最大排水量（ｍ３／日）
(９) 有害物質使用特定施設の有無および使用有害物質の種類
（10）地下水保全条例第7条第１項第1号に規定される対象化学物質の種類
(11) 排出先

２　回答には、７日間程度の時間を要する場合があります。

３　本申請書に不備がある場合は、訂正等を求める場合があります。

４　「◎◎市○○町××番地を中心とした半径５００ｍ範囲内における特定施設の有無」等、情報の提供範囲があいまいな申請に対しては回答できかねます。情報提供の対象となる具体的な地番を必ず明記してください。

５　上記（１）～ (11)以外の事項の提供につきましては、熊本県情報公開条例の規定によります。本申請書による申請は出来ませんので、御注意下さい。
　　また、熊本市の区域に属する特定事業場並びに対象事業場につきましても申請できません。熊本市水保全課（096－328－2436）へお尋ね下さい。






記入例（環境生活部環境保全課長あて申請する場合）

[bookmark: _GoBack]
行政資料情報提供申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成○○年○○月○○日

熊本県環境生活部環境保全課長　様

　【申請者】　　　住所：○○市○○町○○番○○号
　　　　　　　　　氏名：○○ ○○
　　　　　　　　　連絡先：電　話　○○○－○○○－○○○○
　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　○○○－○○○－○○○○
                          E-Mail　○○○○○○＠○○.○○.○○

　行政資料に関する情報提供について、次のとおり申請します。
	
情報の内容
（できるだけ詳しく）

	以下の地番における特定施設の及び有害物質使用の有無
①　○○市○○３丁目１８－１
②　△△市○○町４丁目２－１
③　××町○○１０８－１１
 (必要に応じて地図等の資料を添付すること。)　　　　

	
情報提供方法の区分
（いずれかにチェック印を記入）

	
□ 届出台帳の閲覧
□ 文書　
　□ 電子媒体


	

目　　的
	
不動産取引情報に使用










